





























































（ 3）　Gesetz zur befristeten krisenbedingten Verbesserung der Regelungen für das Kurzarbeitergeld, BGBl I, 
2020, S.493.





























（ 6）　Gesetz zur Abmilderung der Folgen der COVID-19-Pandemie im Zivil-, Insolvenz- und Strafverfahrens-
recht, BGBl I. 2020, S.569.
（ 7）　BT-Drucksache 19/18110, S.1f.
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（ 8）　BT-Drucksache 19/18110, S.16.f.
（ 9）　Gesetz zur Abmilderung der Folgen der COVID-19-Pandemie im Veranstaltungsvertragsrecht und im 




























（12）　Gesetz zur Abmilderung der Folgen der COVID-19-Pandemie im Pauschalreisevertragsrecht und zur Si-
cherstellung der Funktionsfähigkeit der Kammern im Bereich der Bundesrechtsanwaltsordnung, der Bun-
desnotarordnung, der Wirtschaftsprüferordnung und des Steuerberatungsgesetzes während der COVID-
19-Pandemie, BGBl. I 2020 S. 1643.
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（ 4）　第 1項および第 2項は、以下の各号には適用されない。
1　§ 2による使用賃貸借および用益賃貸借、または金銭消費貸借契約
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2　労働契約法上の請求権












　支払猶予に関しては、消費者（第 1項、第 3項 1文）および小規模事業者







































（19）　Schmidt-Kessel/Möllnitz: Coronavertragsrecht ―Sonderregeln für Verbraucher und Kleinstunterneh-
men, NJW 2020, 1103, 1104.
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（20）　Schmidt＝ Kessel/ Möllnitz, （n.19）, S.1104.
（21）　ドイツ社会法典第 2編の内容については、石崎由希子「ドイツにおける就労困難者の支援のた
めの法制度（要旨）」ダイバーシティ就労支援機構「海外状況整理部会」第 6回検討資料を参照。
（22）　Schmidt＝ Kessel/ Möllnitz, （n.19）, S.1104.



























（24）　Schmidt＝ Kessel/ Möllnitz, （n.19）, S.1106.
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（ 3）　第 1項および第 2項は、用益賃貸借にも適用されうる。
（ 4）　第 1項から第 3項は、2022年 6月30日までのみ適用されうる。
























（26）　この点に関し、以下の連邦司法裁判所判決を参照。BGH, Urteil vom 4. Februar 2015, VIII ZR 
175/14, Rn.22.
（27）　BT-Drucksache 19/18110, S.35.f.
（28）　Schmidt＝ Kessel/ Möllnitz, （n.19）, S.1105.
（29）　BT-Drucksache 19/18110, S.35.
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　本規定により、不動産賃貸人は、2020年 4月 1日から同年 6月30日までの期
間の賃料不払（遅延）を理由として賃貸借契約を解約することはできない。こ
（30）　BT-Drucksache 19/18110, S.36.



























（32）　Schmidt＝ Kessel/ Möllnitz, （n.19）, S.1106.
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2　§ 2第 1項および第 3項に規定される解約の制限を、2020年 7月 1日か
ら最長で2020年 9月30日までに生じた支払遅延に広げること
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権）期間については、2020年 7月 1日以降同年 9月30日まで期間を延長するこ
とができる（第 1項 1号）。§ 2第 1項および第 3項で規定されている賃貸借
期間の解約告知の停止期間についても、§ 1を考慮し、 7月 1日から 9月30日
に生じた延滞についても適用できるよう延長できる（同項第 2号）。§ 3第 1








27日の法律第 6条 4項によれば、改正 EGBGB第240条の失効期限は2020年 9
月30日と定められているが、連邦政府は追加的な権限を与えられている。










（41）　（ 3）の内容については、連邦司法・消費者保護省のWebサイトによる。Kündigungsschutz für 
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BGB第651h条 1項、 3項、および 4項 1文 2号により、2020年 3月 8日以
前に締結されたパック旅行契約を解除したならば、旅行主催者は、旅行者に
対し、旅行代金の払戻しに代わり、旅行バウチャーを提案することができ
































































































約であり（同条第 2 項 1 文）、旅行者の希望・選択に応じて組み合わされた
パック旅行（Dynamic Packaging）も含まれる。パック旅行ではなく、旅行者
が単一のサービスのみ（たとえば、宿泊のみ）を予約する場合は該当しない。



















































































3改正法参事官草案におけるドイツ民法第 651a 条以下の改正案」広島法学40巻 2号（2016年）
82頁以下、同「ドイツ旅行規定の第 3改正法参事官草案（総論）の立法理由（総論）」、同「ドイ




（52）　この点に関しては、Finckenauer, （n 25） § 313、Rn.18.も参照。
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はさまざまな立法によって法的にも対応しようとしている。本稿が対照とした
内容についても、国家財政的な補助体制が整う前に、まず法律によって契約関
係を前提とした生活基盤・経済体制の維持につとめ、その間に適切な財政補助
体制を構築している点については、わが国にとっても参考になろう。
　本法が「アフナーコロナ」の新しい契約法理論を生み出すきっかけとなるの
か、それとも緊急事態に対応する時限的なものにとどまるのか、これまでの契
約法理論と関連させながら、さらなる検討が必要である。
［付記］　本稿作成にあたっては、バイロイト大学マーティン・シュミット＝
ケッセル教授およびクリスティーナ・メルニッツ博士から助言を得た。ここに
感謝の意を表する。
―あしの　のりかず・東洋大学法学部教授―
36
ドイツにおける新型コロナ・パンデミックの影響を緩和するための民法施行法の改正〔芦野　訓和〕
